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https://youtu.be/QD-N01aWR3M?si=_BOwMsXnkKSR660X
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Joe Biden

And what happens, what happens if 

we don‘t work out something together 

on North Korea? What happens if 

Japan, who could tomorrow, could go 

nuclear tomorrow? They have the 

capacity to do it virtually overnight.（日

本が明日にも核武装したらどうなるか、日本は実

質的に一夜で核武装する能力をもっている）

PBS CHARLIE ROSE 2016/6/20



Department of State, 1964, Policy on the future of Japan
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It has been estimated (NIE 4-3-71) that if it decided 
now to embark on a nuclear weapons program, Japan 
could probably have its first nuclear device in five or six 
years and its first weapons deliverable by aircraft a year 
or so later; it could probably develop 1,000-mile missiles 
in about the same time, and compatible fission warheads 
for such missiles by 1970. 

(もし今、日本が核兵器開発に着手することを決定すれば、おそらく5、6
年後には最初の核兵器が完成し、その1年後くらいには航空機で運搬可能
な最初の兵器が完成するだろう。ほぼ同時期に1000マイルミサイルを開
発し、1970年までにそのようなミサイル用の互換性のある核分裂弾頭を
開発できるだろう。)

https://discoverlbj.org/item/nsf-cf-b250-1-f04



Report by the Committee on Nuclear Proliferation
ギルパトリック報告（1965年1月21日）

● 「核拡散に関する委員会」報告書、中国の核はインドや日本の核保有意欲を、

インドや日本の核保有はパキスタンやイスラエル、アラブ連合（エジプトとシ

リアの連合国）の核保有へ、その後ドイツ、他の欧州諸国の核保有へと繋が

ると指摘

● b. Japan—to deter Japan from building nuclear weapons

（日本の核開発を思いとどまらせるには）:

● (1) We should reaffirm, and if necessary, reinforce our 

present defense commitment. As in the case of India, 

early consideration should be given to the form these 

commitments might take.（米国の対日防衛誓約を再確認、必要に応

じて強化）

● (2) We should, as in the case of India, attempt to help 

the Japanese with appropriate prestige alternatives.（イン

ドの場合と同様に、他の手段で日本の国家威信を高めることを助ける）

● (3) We should support Japan‘s desire for a more 

important role as a world leader.（世界の指導者としてより重要

な役割を果たせるよう支援）

4

https://history.state.gov/historicaldocuments/frus1964-68v11/d64



米国戦略態勢議会委員会(2009)

James Schlesinger （元国防長官、2009/5/9 下院軍事委員会公聴会にて）

we have not had those kinds of direct consultations with Japan, 

which is the country that has, perhaps, the greatest leaning 

amongst the 30-odd nations that we have under the umbrella, to 

create its own nuclear force; and, therefore, intimate discussions 

with the Japanese, I think, are mandatory at this stage. In the past, 

the Japanese have not really worried about the Soviet nuclear 

threat. But as the Chinese have increased their capability, they 

have become increasingly concerned about China and, thus, they 

want to have direct consultation with us and reassurance from us.

これまで我々は日本との直接協議を行ってきませんでした。日本こそが、我々の傘下に

ある30カ国余りの国々の中で、おそらく最も自国の核戦力構築に傾倒している国です。

したがって、現段階では日本との密接な協議が必須だと考えます。かつて日本はソ連の

核脅威をさほど懸念していませんでした。しかし中国の能力が増大するにつれ、中国へ

の懸念が強まり、我々との直接協議と保証を求めるようになりました。
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https://www.govinfo.gov/content/pkg/CHRG-111hhrg53569/pdf/CHRG-111hhrg53569.pdf



核兵器の原材料としての核物質① 濃縮ウラン

ウラン

235

ウラン

238

SQ(25kg U-235)

低濃縮ウラン（LEU） 3～5% 95～97% 500～833kg

高純度低濃縮ウラン

（HALEU）
5～20% 80～95% 125～500kg

高濃縮ウラン(HEU) 20%～ ～80% ～125kg

核兵器級ウラン 90%以上 ～10% ～27.8kg
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https://fissilematerials.org/library/haf54.pdf

1954年、米原子力委員会レポート

濃縮度10％以下の場合、量にかかわらず兵器製

造できないが、10％～20％の場合、量によって

は兵器的意義を有する
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J. Carson Mark（ロスアラモス国立研の核兵器開発の

理論部門の責任者）は1984年の議会証言で10％濃縮ウ

ランでも理論的には製造可能と証言（ただし高濃縮ウラン

と比べて多くのペナルティが発生するとも）
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https://books.google.co.jp/books?id=luoqAAAAMAAJ



濃縮ウランの製造方法
9

https://atomica.jaea.go.jp/data/detail/dat_detail_04-05-01-04.html

https://www.jnfl.co.jp/ja/special/highest-
technology/development-new-centrifuge/

日本原燃六ヶ所施設の遠心分離機（従来型）

イランの遠心分離機カスケード

https://www.washingtoninstitute.org/policy-
analysis/iran-nuclear-explainer
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https://energyeducation.ca/encyclopedia/Separative_work_unit

濃縮度が上がる

残りの濃縮作業量
が大きく減る

核兵器製造が容易
になる

イランは408kgの60%濃縮
ウランを保有。90%濃縮ウ
ラン製造に必要な作業は

あとわずか
U-235量は245kgあるので
十分核兵器は製造できた。

1基40SWU/yの遠心分離機の
場合

1トンの天然ウランを90%濃
縮するのに必要な作業量
1.2937tSWU/製品量5.7kg

32基で1年かかる

1トンの天然ウランを20%濃
縮するのに必要な作業量
1.1806tSWU/製品量25.8kg

30基で1年かかる

25.8kgの20%濃縮ウランを
90%まで濃縮するのに必要
な作業量0.1130tSWU/製品
量5.7kg

2.8基で1年かかる



自民党・日本維新の会
「連立政権合意書」

● わが国の抑止力の大幅な強化を行うため、スタンド・オフ防衛能力の整備を加速化する観点か

ら、反撃能力を持つ長射程ミサイルなどの整備および陸上展開先の着実な進展を行うと同時に、

長射程のミサイルを搭載し長距離・長期間の移動や潜航を可能とする次世代の動力を活用した

VLS搭載潜水艦の保有にかかる政策を推進する。
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原子力潜水艦
低濃縮型か高濃縮型か
高濃縮ウラン：米露英

低濃縮ウラン：中仏

12ル・トリオンファン級原潜(14000t)用原子炉吊り下げ作業
https://sgs.princeton.edu/sites/default/files/2019-11/philippe-vonhippel-2016.pdf

LEU＝20％濃縮、HEU＝93%濃縮
※SSN：攻撃原潜、SSBN：戦略原潜

https://fissilematerials.org/library/onnp95.pdf
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原子力潜水艦の選択肢
低濃縮型か高濃縮型か
(cont.)

● 低濃縮化は燃料交換が必須

● 低濃縮化は原子炉が大型化(20%濃縮でサ

イズ大型化は12%増)

● IAEA保障措置上、HEUは20%以上濃縮のた

め、20%弱のLEU燃料で対処可能か？ た

だしどこで作るのかという問題も

13https://fissilematerials.org/library/onnp95.pdf
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原潜保有に関する政府見解

昭和40(1965)年4月14日衆議院科学技術振興対策特別委員会

愛知 揆一（文部大臣兼科学技術庁長官）

原子力基本法第二条には、「原子力の研究、開発及び利用

は、平和の目的に限り、」云々と規定されており、わが国

における原子力の利用が平和の目的に限られていることは

明らかであります。したがって、自衛隊が殺傷力ないし破

壊力として原子力を用いるいわゆる核兵器を保持すること

は、同法の認めないところであります。また、原子力が殺

傷力ないし破壊力としてではなく、自衛艦の推進力として

使用されることも、船舶の推進力としての原子力利用が一

般化していない現状においては、同じく認められないと考

えられます。
https://kokkai.ndl.go.jp/simple/txt/104803913X01519650414/134
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平成29(2017)年6月6日参議院外交防衛委員会

稲田 朋美（防衛大臣）

原子力を自衛隊の艦艇の推進力として利用することは憲法

上は禁止されるものではないと、このように考えておりま

すが、原子力基本法第二条で、原子力の研究、開発、利用

は平和の目的に限るというふうに規定をされています。そ

して、この規定の解釈として、昭和四十年に愛知科学技術

庁長官が答弁において、原子力が殺傷力ないし破壊力とし

てではなく、自衛艦の推進力として使用されることも、船

舶の推進力としての原子力利用が一般化していないこの現

状においては同じく認められないと、このように解釈をし

ているところでございます。
https://kokkai.ndl.go.jp/simple/txt/104803913X01519650414/134



核兵器の原材料としての核物質① プルトニウム

SQ
プルトニウム

（どのような組成のものでも）
8kg
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「我が国は（中略）プルトニウム保有量を減少させる。プルトニウ
ム保有量は（中略）現在の水準を超えることはない。」

2018年7月31日 原子力委員会決定



16米国の懸念

バイデン副大統領（当時）

And what happens, what happens if we don‘t work out something together on North Korea? What 

happens if Japan, who could tomorrow, could go nuclear tomorrow? They have the capacity to do it 

virtually overnight.（日本が明日にも核武装したらどうなるか、日本は実質的に一夜で核武装する能力をもっている）

PBS CHARLIE ROSE 2016/6/20
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● 佐藤行雄元国連大使

「結論的に言えば、日本の核武装の可能性についての外国の懸念は払拭し切れるものではない。また、米国については若干の懸念が

残っていることも悪いことではないとすら、個人的には考えている。米国が日本に核の傘を提供する大きな動機が日本の核武装を防

ぐことにあると考えるからだ」

『差し掛けられた傘』（2017,時事通信社）

● 森本敏（元防衛大臣）

「核兵器をつくるということ自身が日米同盟の根底を覆すということになりますので、アメリカは受け入れないと思いますが、しかし、

日本はそういう手段を考える一定のレベルの原発を維持しているということが、つまり、周りの国から見ると、いつ、そういうことが

起こるかわからないというふうに思わせていると、これは国にとって非常に重要な抑止」

2015年11月5日 第39回原子力委員会

日本の見方

ケリー国務長官（当時）

Mr. Kerry argued that Japan would be unnerved by any diminution of the American nuclear umbrella, 

and perhaps be tempted to obtain their own weapons. The same argument, he said, applied to South 

Korea.（ケリー氏は、アメリカの核の傘が弱まることで日本は不安になり、自国の核兵器を持ちたくなるかもしれないと主張した。同

じ議論は韓国にも当てはまるとも。）

THE NEW YORK TIMES 2016/9/5



米政府の核兵器先制不使用宣言と日本の反対

● 核兵器先制不使用宣言とは

○ 核兵器で攻撃されない限り自国は核兵器を使わないとする宣言政策。米オバマ政権、バイ
デン政権が採否を検討。結局、同盟国（特に日本など）の反対もあって採用できず。

● なぜ日本は反対したか

○ 高村正彦外相（当時）答弁 1999年8月6日衆議院外務委員会

核などの大量破壊兵器を含む多大な軍事力が存在している現実の国際社会では、当事
国の意図に関して何ら検証の方途のない先制不使用の考え方に依存して、我が国の安全
保障に十全を期することは困難であると考えているわけでございます。

○ 茂木敏充外相（当時）答弁 2021年4月21日衆議院外務委員会

すべての核兵器国が検証が可能な形で同時に行わなければ、実際には機能しないんじゃ
ないかなと考えておりまして、現時点でですね、当事国の意図に関して何らの検証の方途
のない、核の先制不使用の考え方に依存して、我が国の安全保障に万全を期すことは困
難だと考えております。
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18さらに

華春瑩, 中国外務省報道官

“日本の機微な核物質の長期貯蔵は、日本の必要性を超えており、国際社会の深刻な

懸念を引き起こしている...我々は、日本が国際社会の懸念に応え、早期に実際の行動

を起こし、機微な核物質の需要と供給の不均衡に対処することを期待する。.” 

2014年6月9日, 定例記者会見
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In Il Ri, 軍縮担当者、朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）

“日本は40トン以上の核兵器級のプルトニウムと1.2トンの高濃縮ウランを保有してお

り...日本がその気になればいつでも核兵器を製造することができる。日本は北からの

核・ミサイルの脅威を引き合いに出して、軍事大国を目指している” 

２０１７年10月4日 国連第一委員会
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つまり

19

核の傘で
まもるか
ら核武装
しないで

ね

核兵器
開発能

力があっ
たほうが
交渉上、

有利

核兵器開発
能力もってる

し。



北東アジアで広がる再処理

中国

● 中国甘粛省で建設中の再処理施設（処理能力：200tHM/年）。2020年

に建設開始、2025年稼働予定。もう一つ同じ処理能力の再処理施設を

建設予定（2030年までに稼働予定）

● 同地点にMOX燃料工場も建設中（20t/年）

● これらは福建省で建設中の高速炉CFR-600の燃料用施設と見られる。

韓国

● 2015年の韓米原子力協定に基づき、米エネルギー省と乾式

再処理の共同研究を実施中。

20



核燃料サイクルがもたらしたもの

● 軍事用プルトニウムが頭打ち、または減少する中、民生用プルトニウムは増加の一途

● 増加させているのは英国・ロシア・フランス、そして日本。
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https://cnic.jp/wp/wp-content/uploads/2023/07/plutonium_final-1.pdf



核物質国際管理という試み①

● バルーク案 （原子力国際管理）

国連原子力委員会（1946年）で米代表バルーク

が提示した案。

1. 原子力国際管理のために国際原子力開発機

関IADAを設立。

2. 核兵器研究はIADAが行う

3. ウランなどの原料および核物質施設は

IADAが独占的に所有・管理する

などを軸とするもので、「段階的」な核廃絶を目

指す。ただし、当時米国のみだった核兵器保有を

段階的廃絶という表現で正当化し、核開発・核物

質管理も国際機関が管理することで、実質的な

米国の核独占を狙ったものとも考えられた。

● グロムイコ案（核兵器禁止）

国連原子力委員会（1946年）でソ連代表グロム

イコが提示した案。

1. 核兵器製造の禁止

2. 原子力委員会の目的の提案

などを軸とする

1947年には核兵器製造の禁止、さらに現存の

核兵器も廃棄する案を主張。

1949年、ソ連が核兵器開発に成功。

22



核物質国際管理という試み②

● Atoms for peace演説(1953)

The Governments principally involved, to the extent 

permitted by elementary prudence, to begin now and 

continue to make joint contributions from their stockpiles 

of normal uranium and fissionable materials to an 

International Atomic Energy Agency（ウラン及び核分裂性物質の

備蓄から国際原子力機関への共同拠出）. We would expect that 

such an agency would be set up under the aegis of the 

United Nations.

→1957年にIAEAが設立されたが、同提案は

不成立。米自身が二国間協定で核物質を提供す

る方向を志向したことも背景にある。

● 1970s～80sに多くの提案が出るが最終

的に放棄
https://web.archive.org/web/20080513074138/http://www.iaea.org/NewsCent

er/Focus/FuelCycle/key_events.shtml

● IAEA低濃縮ウランバンク（2019）

唯一成功した国際的な核物質の備蓄システム。

2019年にカザフスタンで操業開始。カザフスタ

ン産ウランをロシアで濃縮したものが90トン分

備蓄されている。
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https://web.archive.org/web/20080513074138/http:/www.iaea.org/NewsCenter/Focus/FuelCycle/key_events.shtml
https://web.archive.org/web/20080513074138/http:/www.iaea.org/NewsCenter/Focus/FuelCycle/key_events.shtml
https://web.archive.org/web/20080513074138/http:/www.iaea.org/NewsCenter/Focus/FuelCycle/key_events.shtml


核物質管理がうまくいかない理由

24

だれが製造施設を持つのか

• 保有者と非保有者の間で力の差
が生じるので、現在保有してい
る国が放棄しない

保障措置は完全か？

• 特に核兵器国への保障措置は抜
け穴が多い。

• 153型の保障措置を受けていて
も、未申告施設は保障措置対象
外になるなど抜け穴が多い。

• 追加議定書を締結した国では
IAEAが未申告の物質を積極的に
探すことができるようになって
いるが、高度な偽装が行われれ
ば対処は難しい。たとえば
HALEUからさらに濃縮度を高め
る場合、分離作業量は少なく済
むので、遠心分離機の数も減ら
せる。

保障措置の限界

• 十分な保障措置が実施できても、
計量誤差や容器内に残る残留物、
丸め誤差や転記ミス、封印・監
視装置の不良、形態変化などが
発生する（MUF、Material 
Unaccounted For）。たとえば、
再処理施設のMUFは処理量の1%
とされる。

• 六ヶ所再処理工場の場合、800
トンの使用済み燃料を再処理し
て7トン弱のプルトニウムが分
離されるので70kg程度がMUFと
なりうる(核爆発装置8個分相
当)。



25● 日本政府は、日本の核燃料サイクル施設は民生用だと繰り返し述べているが、日本は核兵器開発能

力を持っていると国際的に理解されている

● 日本側は核兵器開発能力があるという事実によって、核抑止力を維持・強化してきている（先制不

使用反対など）

● 日本の核燃料サイクル施設は、北東アジアの緊張を高める

25

日本が今すぐできること

● 「再処理モラトリアム」

使い道のないプルトニウムを増やす六ヶ所再処理工場の操業開始を止める

● 「プルトニウム直接処分」

プルトニウムをごみとして認識し、直接処分を進める

● 「先制不使用」 の奨励

一方的であるなしに拘わらず、核兵器保有国の先制不使用宣言を奨励
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